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あ

アーク
アーク放電の際、両極間に発生する光の弧。
電弧。弧光。

アース線
電気回路の一部または電気機器と大地とを
結ぶ導線。大地と電位を等しくすることで、絶
縁に異常の生じた機器に人が触れても、人と
機器の間に電位差が無いため人には電流が
流れず、感電を防ぐことができる。

石綿（アスベスト）
天然の極めて細い繊維状の鉱物。耐熱性、耐
摩耗性、耐薬品性、絶縁性に優れているため、
建材や車両のブレーキなど3,000種以上の
製品に使用されている。多量に吸引すると肺
がんや中皮腫等の危険がある。

維持用水
ダム下流の生態系の保護など、河川環境の維
持のために放流する必要流量。

インターロック
例えば、車の運転で、オートマチック車の場
合、ギアの位置がP（パーキング）にないとき
はエンジンがかからないように、万一、人間
が間違った操作をしても動かないシステムの
こと。

イントラネット（イントラ）
インターネットの技術を利用した、組織内の情
報通信網。電子メールやブラウザーなどで情
報交換を行い、情報の一元化・共有化を図る。

エコキュート
自然界に存在する二酸化炭素（CO2）を使用
したヒートポンプ給湯器の総称。圧縮機で大
気の熱を汲み上げ、給湯の熱エネルギーをつ
くるため、使用する電気エネルギーの3倍以
上の熱エネルギーが得られる高効率省エネ
機器である。また、CO2はフロン冷媒に比べ、
オゾン層を破壊しない優れた環境性を有し

ている。

エネルギーセキュリティ
国民の安定した生活に資することを目的とし
て、国際情勢等に過度に左右されることなく
エネルギーを安定的に確保すること。

温室効果ガス
大気中の二酸化炭素（CO2）やメタンなどの
ガスは太陽からの熱を地球に封じ込め、地
表を温める働きがある。これらのガスを温室
効果ガスという。温室効果ガスにより地球の
平均気温は約15℃に保たれているが、仮に
このガスがないとマイナス18℃になってし
まう。産業革命以降、温室効果ガスの大気中
の濃度が人間活動により上昇し、「温室効果」
が加速していると言われている。京都議定書
では、地球温暖化防止のため、CO2、メタン
（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフル
オロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン
（PFC）、六フッ化硫黄（SF6）が削減対象の
温室効果ガスと定められている。

か

ガル
地震によって起こる揺れの大きさを表した
加速度の単位。揺れの大きさを震度よりも正
確に表し、一般にガル数が大きいほど震度も
大きくなる。

環境マネジメントシステム（EMS）
EMS は、Environmental�Management�
Systemの略。企業などの組織が自主的・継
続的に環境への負荷を低減するための環境
管理を、環境方針・計画の策定（Plan）、実
施及び運用（Do）、評価・分析（Check）、対策
（Action）といったPDCAサイクルを通じて
行う仕組みのこと。

基準地震動Ss
新耐震指針に基づき、敷地周辺の地質・地質
構造並びに地震活動性等の地震学及び地震
工学的見地から施設の共用期間中に極めて

稀ではあるが発生する可能性があり、施設に
大きな影響を与えるおそれがあることを想
定することが適切な地震動のこと。原子力発
電所は、この地震動に十分耐えられるように
設計される。

京都メカニズム
京都議定書において、国際的に協調して温室
効果ガスの削減目標を達成するための制度
として導入された仕組みであり、
①クリーン開発メカニズム（CDM：Clean�
Development�Mechanism）：先進国が途上
国の排出削減プロジェクトに協力し、先進国
がその削減量を譲受
②共同実施（JI：Joint�Implementation）：先
進国が、共同で排出削減プロジェクトを実施。
貢献度に応じて削減量を配分
③排出量取引（ET：Emissions�Trading）：先
進国間で、排出枠を権利として売買
の3つの仕組みがある。

原子燃料サイクル
天然に存在するウランが採掘、精錬、転換、濃
縮、再転換、加工されて原子燃料として原子
炉で使用され、さらに原子炉から取り出され
たあと再処理、加工され再び原子炉で使用さ
れ、不要物が廃棄物として処理処分されるま
での一連の循環（サイクル）のこと。核燃料サ
イクルともいう。エネルギー資源の乏しいわ
が国にとって、将来にわたり安定してエネル
ギーを確保していくためには、使用済燃料を
再処理してプルトニウムやウランを回収し、
再び燃料として使用する原子燃料サイクルの
確立が不可欠であり、当社は、原子燃料サイク
ルを確立するために、原子力発電所の安全確
保を最優先として、玄海3号機でプルサーマ
ルを実施している。

原子力利用率
一定期間における原子力発電所の実際の発
電電力量と、その期間常に定格電気出力で発
電したと仮定した場合の発電電力量の比を
いい、設備がどのくらい有効に使われている
かを見る指標。
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コーポレート・ガバナンス
企業の意思決定、経営執行とそれらに対する
監視、けん制のこと。具体的には、株主の代
理人として選任された取締役で構成する取
締役会による企業経営の重要事項の決定や
執行状況の監督、監査役による取締役の職務
執行に対する監査など。

高レベル放射性廃棄物
使用済燃料を再処理する過程で発生する、核
分裂生成物を含んだ放射能レベルの高い廃
棄物。使用済燃料の成分のほとんどは再利用
可能なウランやプルトニウムであり、リサイク
ル（再処理）の過程で資源として回収される
が、再利用できない成分は廃液として残る。
わが国は、これをガラス原料と溶かし合わせ
てステンレス製の容器（キャニスタ）に注入し
て安定な形態に固化処理しており、これをガ
ラス固化体と呼ぶ。

コンバインドサイクル
複数の熱サイクルを結合させたもので、一般
的にはガスタービンと蒸気タービンを組み合
わせた発電方式をいう。LNGコンバインドサ
イクル発電は、熱効率が高く、運転・停止が容
易で、負荷変化の応答が速いなどの特徴があ
る。また、高い熱効率によりCO2の発生が他
の火力発電より少ない。

コンプライアンス
「法令遵守」と直訳されるが、法令や規則だけ
に留まらず、社会的規範や企業倫理（モラル）
を守ることも「コンプライアンス」に含まれ
る。今日ではCSR（企業の社会的責任）と共に
非常に重視されている。

さ

再生可能エネルギー
石油や石炭、天然ガスなどの限りある化石燃
料と異なり、太陽光、水力、風力、バイオマス、
地熱、波力、海洋温度差など繰り返し再生が
可能な自然界のエネルギーのこと。

持続可能な社会
現代の世代が将来の世代の利益や要求を充
足する能力を損なわない範囲内で環境を利
用し、協働することで、お互いの要求を満たし
ていこうとする社会のこと。

下請法
親事業者が下請け業者に対する優越的地位�
を濫用して下請け業者に対する代金の支払
いを遅らせる、あるいは下請け代金を減額す
る等を防止する法律。

シビアアクシデント
安全設計において想定している事象を大幅
に超える原子炉の燃料が重大な損傷を受け
る事象。

循環型社会
有限な資源の永続性を確保するため、大量
生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会を見

直し、あらゆるものを資源として循環し、ま
たは様々なかたちで繰り返し利用するととも
に、廃棄物として処分するものを最少限とす
ることで、環境への負担をできる限り少なく
した社会のこと。

省エネ快適ライフ
地球環境問題、資源エネルギー問題への関心
や危機意識の高まりを踏まえ、お客さまにム
リなくムダなく電気を使っていただき（省エ
ネルギー）、快適で環境にやさしい生活をお
送りしていただくことをPRするキーワード。

使用済燃料
原子力発電所の燃料として一定期間使用し
取り出した燃料。この取り出した燃料は、放射
能が高く、また核分裂生成物からの崩壊熱も
大きいので、使用済燃料貯蔵プールで放射能
の減衰と崩壊熱の冷却のため数年間貯蔵さ
れる。

新エネ百選
経済産業省と独立行政法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構（NEDO）が地域性を考
慮した全国の新エネルギー等の利用に関す
る取組みを評価し、優れたものを選定するも
ので、2008年度に初めて実施。

新エネルギー（新エネ）
太陽光、風力、バイオマス、地熱、水力などか
ら生成される「再生可能エネルギー」のうち、
その普及のために支援を必要とするものを
いう。温暖化対策など地球環境保全や、エネ
ルギー自給率向上の面から普及が期待され
ている。新エネルギー利用等の促進に関する
特別措置法では、太陽光発電、風力発電、太
陽熱利用、バイオマス発電、地熱発電（バイナ
リー方式）、中小水力発電（1,000kW以下）
などが該当する。なお、経済的に成り立ってお
り、普及拡大の余地に乏しい大規模水力発電
や地熱発電（バイナリー方式を除く）は、再生
可能エネルギーであっても新エネルギーとは
位置付けられていない。

ステークホルダー
企業の事業活動に係わりを有するすべての
人や組織のことで、お客さま、株主・投資家、
地域社会、ビジネスパートナー（取引先・関係
会社）、社員などをいう。

生物多様性
生物の間に見られる違い（変異性）を総合的
に指す概念であり、現在の生物が見せる空間
的な広がりや変化のみならず、生命の進化、
絶滅という時間軸上のダイナミックな変化を
含有する幅広い概念。一般には、「生態系の多
様性」、「種の多様性」、「遺伝子の多様性」とい
う3つの階層で捉えられる。

ゼロエミッション
エミッションとは英語で排出の意味。ゼロエ
ミッションとは、企業（産業）活動から出るCO2
や廃棄物の排出量ゼロを目指す構想をいう。

送配電ロス（率）
電気がお客さまに届くまでの過程で、送電線・
配電線の抵抗により、一部の電気エネルギー
が熱などとして失われること。また、送配電
ロス率とは、発電所から送電した電力に対し
て、送電線・配電線で失われる電力が占める
割合のこと。

た

地球温暖化
大気中の二酸化炭素（CO2）など、太陽からの
熱を地球に封じ込め、地表を温める働きがあ
る「温室効果ガス」が、人間の経済活動などに
伴って増加する一方、森林の破壊などによっ
てCO2の吸収量が減少することにより、地球
全体の気温が上昇する現象のこと。

地球環境問題
地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨など、そ
の被害・影響が国境を越えて地球規模にまで
広がっている問題と、開発途上国における熱
帯林の減少や野生動物種の減少など、その解
決のために先進国等による国際的な取組み
が必要とされる問題のことであり、地球的視野
に立って取り組まれるべき環境問題である。

中間貯蔵施設
原子力発電所で使われた燃料（使用済燃料）
を再処理するまでの間、原子力発電所以外の
施設で中間的に貯蔵・管理する施設であり、乾
式貯蔵施設と湿式貯蔵施設の2種類がある。

定格熱出力一定運転
原子炉熱出力を国で認められた定格原子炉
熱出力（100％）に保ったまま運転する方法
で、これを当社の全原子力発電所で実施した
場合、海水温度の低い冬季は電気出力の1〜
4％程度の増加が見込まれる。

低炭素社会
地球温暖化の主因とされる温室効果ガスの1
つである二酸化炭素（CO2）の最終的な排出
量が少ない産業・生活システムを構築した社
会のこと。

低レベル放射性廃棄物
原子力発電所の運転に伴い発生する放射能
のレベルの低い廃棄物。低レベル放射性廃棄
物はセメントなどで固化されており、運転に
伴い発生した廃液等を処理した後、セメント
またはアスファルトとともにドラム缶内に充
てんして均質・均一に固型化した「均質・均一
固化体」と、金属類、プラスチック等の固体状
廃棄物を直接または溶解処理後にドラム缶に
収納し、セメント系充てん材（モルタル）を充
てんして固型化した「充てん固化体」がある。

テレワーク
勤労形態の一種で、情報通信機器等を活用し
時間や場所の制約を受けずに、柔軟に働くこ
とができる形態のこと。
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電子マニフェスト
マニフェスト情報を電子化し、排出事業者、収
集運搬業者及び処分業者の三者が、(財)情報
処理センター※を介したネットワークでやり
取りする仕組みのこと。

※�環境大臣が指定する電子マニフェストに関する
情報を集中して管理する唯一の法人。

特例子会社
障がい者の雇用の促進及び安定を図るため、
事業主が障がい者の働きやすい職場環境を
整備して設立し、一定の条件を満たすことで
厚生労働大臣の認定を受けた子会社。

な

内部統制
企業などの組織内部において、違法行為・不
正、ミス及びこれらに伴う損失の発生を防ぐ
ためにコンプライアンス体制やリスク管理体
制の整備を図るなど、健全で効率的な企業活
動が行われることを目的に構築したルール
や業務プロセス。

熱効率
火力発電所における熱効率は、燃料の燃焼
によって得られた熱エネルギーのうち、有効
に電気となった割合を表すときに用いる数
値で、発電端熱効率と送電端熱効率がある。
発電端熱効率は、発電機で発生した電力量と
電力発生のために供給された熱エネルギー
の比。送電端熱効率は、発電機で発生した電
力量から発電所を運転するために必要な設備
（ポンプ、ファン、照明等）で消費する電力量
を差し引いたものと電力発生のために供給
された熱エネルギーの比を指している。

は

バイオマス
バイオ（生物）とマス（量）を組合わせた造語
で、大量にある生物由来の資源のこと。畜産
廃棄物、間伐材などの林地残材、製材や家屋
解体などで発生する木屑、生ゴミ、下水処理
場で発生する汚泥など様々なものがある。

ばいじん
燃焼によって生じた「すす」と固体粒子（灰な
ど）の総称。また、煙突から出た後は他の種々
の煙霧質と混じり合ってしまうが、大気中に
あるこのような混合物についてもばいじん
と言われ、降下ばいじん、浮遊ばいじんとい
う言葉で呼ばれている。

バイナリー発電
加熱源系統と媒体系統の2つ（バイナリー）の
熱サイクルを利用して発電するもので、地熱
発電などに使われている。加熱源より沸点の
低い液体（媒体）を加熱・蒸発させ、その蒸気
でタービンを回し発電する方式。

ヒートポンプ
空気や水などの熱（ヒート）をくみ上げて（ポン
プ）、その熱のエネルギーを高くしたり、低く

する技術のこと。空気を圧縮すると温度が高
くなり、急に膨張すると温度が低くなる原理を
用いている。冷却と加熱を行うことができ、エ
アコンや冷蔵庫などに取り入れられている。

ヒューマンファクター
人間や組織・機械・設備等で構成されるシス
テムが、安全かつ経済的に動作・運用できる
ために考慮しなければならない人間側の要
因のこと。

ヒューマンエラー
人為的過誤や失敗（ミス）。意図しない結果を
生じる人間の行為。

フェイルセーフ
例えば、大きな震動などで自動的に火が消え
る石油ストーブのように、万一、装置自体が
故障した場合に安全方向に働くシステムの
こと。

プラグインハイブリッド車
PHEVは、Plug-in�Hybrid�Electric�Vehicleの
略。家庭用コンセントからの充電に対応した
自動車。従来のハイブリッド車に比べ、バッテ
リーのみでの走行距離が長くなる。充電に夜
間電力を利用することによりランニングコス
トの負担を軽くすることができ、また環境へ
の負荷も減らすことができる。

プルサーマル
資源を有効活用するために、原子力発電所で
使用された使用済燃料を再処理して取りだ
されたプルトニウムとウランを酸化物の形で
混合したMOX燃料に加工して、現在稼働して
いる原子力発電所で利用すること。当社は、
玄海原子力発電所3号機でプルサーマルを実
施している。

プルトニウム
天然にはほとんど存在しない人工の放射性
元素。ウラン238が中性子を吸収してウラン
239になり、それが放射線（β線）を放出して
ネプツニウム239に、再び放射線（β線）を放
出してプルトニウム239になる。このプルト
ニウム239は核分裂をする性質をもっている
ので、MOX燃料に加工され、軽水炉、高速増
殖炉などの燃料に用いられる。

フレックスタイム勤務（制度）
自由な時間に出・退社し、所定の時間数を勤
務する制度。コアタイムを設ける場合もある。
1987年の労働基準法改正で法制化された。
自由勤務時間制。変動労働時間制。

ま

メガソーラー
メガソーラーの「メガ」は「100万の」という
意味で、ソーラーは「太陽」の意味。メガソー
ラーとは、出力1,000kW（＝1MW（メガワッ
ト）＝100万W）以上の規模を有する太陽光
発電に対する総称を指す。

や

ユニバーサルサービス
全国一律に妥当な料金で安定的に提供され
るサービスのこと。

ユビキタス社会
生活や社会のいたるところにコンピュー
ターが存在し、人間がいつでもどこでもコン
ピューターにアクセスできる社会のこと。総
務省「情報通信白書」によれば、「『いつでも、
どこでも、何でも、誰でもアクセスが可能』な
ネットワーク環境」と定義されている。

揚水発電
発電所の上部と下部に貯水池を設置し、夜間
の電気を利用して水を汲み上げ、最も電気が
必要な昼間や他の発電所の事故時等の緊急
時に水を落として発電する方式。貯蔵できな
い電気を水にかえてためておくことができる。

ら

リスクアセスメント
作業に伴う危険性や有害性を見つけ出し、こ
れを除去、低減するための手法。危険性また
は有害性の特定、特定したリスクの見積もり、
優先度の設定、リスク低減措置の検討及び実
施といった一連の手順をいう。

連系可能量
風力発電は、風の状況により発電量が大きく
変動するため、風力発電が大量に系統連系さ
れると、電気の消費量変動に加えて、風力発
電の発電量の変動を電力会社の発電機で調
整しなければならなくなる。電気の消費量が
少ない深夜には、原子力など出力調整のでき
ない発電機の占める比率が増加し、火力など
による調整力が少なくなるが、そのような時
間帯に風力発電の出力が増加すると、供給力
が過剰となり、下げ方向の調整力が不足する
場合がある。これらを踏まえた風力発電の出
力の増減に対する調整力の限界を連系可能
量という。

労働者派遣法
労働力の需給の適正な調整を図るため、労働
者派遣事業の適正な運営の確保に関する措
置を講ずるとともに、派遣労働者の就業に関
する条件の整備等を図ることで、派遣労働者
の雇用の安定、福祉の増進に資することを目
的とした法律。

ロールモデル
自身の行動の規範となる（お手本となる）存
在のこと。

わ

ワーク・ライフ・バランス
仕事と生活の調和とも呼ばれており、仕事や
家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、
様々な活動について自らが希望するバラン
スで展開できる状態のこと。
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ワンストップ
ワンストップとは「1度に」「1箇所で」という
意味。「ワンストップサービス」は、一度の手続
きで、必要とする関連作業をすべて完了させ
られるように設計されたサービスのこと。

C

CDM
Clean�Development�Mechanismの略。先
進国と途上国が共同で、温室効果ガス削減プ
ロジェクトを途上国で実施し、そこで生じた
削減分の一部を先進国がクレジットとして得
て、自国の削減分に充当できる仕組み。

CO2排出クレジット
温室効果ガス排出抑制のためのプロジェクト
で、実際に削減できたとして国連が認証した
削減量（排出枠）ならびに、国連が先進国に割
り当てた排出枠。排出量取引などにより、排
出枠が不足する国へ移転できる。

CSR
Corporate�Social�Responsibility（企業の社
会的責任）の略で、『経済（財務）』はもとより、
『環境』、『社会』の3つの側面（トリプルボト
ムライン）から、総合的に取り組み、社会の持
続的な発展に貢献すること。

E

eラーニング
共用パソコンを利用した教育受講。当社で
は全社員が理解しておくべき｢情報セキュ
リティ｣や｢コンプライアンス｣などの教育は�
eラーニングを利用して行っている。

ESCO
ESCOとはEnergy�Service�Companyの略。
省エネルギーに関する包括的なサービス（省
エネ診断、設計、改修工事、維持管理等）を提
供して省エネルギー効果を保証し、それによ
り得られる省エネルギー削減額の一部を報
酬として受取る事業のこと。

EV・pHVタウン
経済産業省主導で行っているエコカー普及
事業のひとつ。電気自動車（EV）、プラグイン
ハイブリッド車（PHV）の普及に先進的に取り
組む自治体を選定し、普及モデルの確立を図
り、日本全国への展開を目指すプロジェクト
のこと。

I

ICT
Information�Communication�Technologyの
略。情報・通信に関連する技術の総称（情報
通信技術）。従来は「IT」と表現されることが多
かったが、現在は「ICT」が広く定着している。

IPP（独立系発電事業者）
Independent�Power�Producerの略。発電
から小売までを行う電力会社と異なり、発電

だけを行って電気事業者に卸売り販売をする
独立系の事業者。日本の電力会社も海外企
業などと共同で発展途上国などでIPP事業を
積極的に進めている。

IR
Investor�Relations（インベスター・リレー
ションズ）の略で、投資家向け広報・広聴活動
のこと。投資家向けに会計情報をはじめとし
た企業活動に関する広範な情報開示を適時、
公平、継続的に行うことによって、投資家の理
解度を高め、適正な株価形成と資金調達の円
滑化を図る。

ISO14001
環境マネジメントに関する規格。生産、販売、
リサイクルなど企業活動がもたらす環境影響
を把握、評価、改善していくことを体系的に管
理する仕組み（システム）が第三者機関（審査
登録機関）によって評価され、規格に適合し
たと認定された事業所に登録証を発行する
もの。

L

LNG（液化天然ガス）
Liquefied�Natural�Gasの略。メタン（CH4）、
エタン（C2H6）を主成分とする天然ガスを、極
低温（約マイナス160℃）まで冷却して液体に
したもの。天然ガスは液化することで体積が
気体の約600分の1になる。LNG船と呼ばれ
る特殊な船舶で輸送され、荷揚げ後に再ガス
化して発電用燃料などとして使用する。

M

MOX燃料
MOXとは、Mixed�Oxide（混合酸化物）の略。
資源を有効活用するために、原子力発電所で
使用された使用済燃料を再処理して取り出
されたプルトニウムとウランを酸化物の形で
混合した燃料で、プルサーマルの燃料として
使用する。

N

NOx（窒素酸化物）
一酸化窒素（NO）、二酸化窒素（NO2）などの
窒素の酸化物の総称。窒素を含む燃料の燃焼
のほか、燃焼時に空気中の窒素が酸化される
ことにより発生する。有害物質として、大気汚
染防止法の規制対象物質となっている。

O

OJT（職場内教育）
職場の中で、上司や先輩が部下や後輩に対し
て、職務に必要な意識・態度や知識・技能につ
いて、日常の業務遂行の中で指導を計画的・
継続的に行う教育。

Off-JT（職場外教育）
社内研修や社外研修など、一定期間日常の業
務を離れて、職務に必要な知識・技能及び幅

広い知識、スキル等について実施する教育。

P

PCB（ポリ塩化ビフェニル）
有機塩素化合物の一つであり、ビフェニルと
いう炭化水素化合物の2個以上の水素を塩
素で置換した化合物の総称で、油状の物質。
化学的安定性、耐熱性、絶縁性に優れること
から、電気絶縁材や熱媒体、感圧複写紙な
どの様々な用途に用いられたが、日本では
1968年のカネミ油症事件などでその有害性
が問題となり、1972年に旧通商産業省の通
達でPCBの製造は中止され、1974年に法律
で製造・輸入・新規使用が禁止された。

PDCA（サイクル）
①方針・計画の作成（Plan）、②その実施と運
用（Do）、③結果点検（Check）、④是正措置を
し、計画に反映（Action）という手順をくり返
し、サイクルを重ねるごとに、より高い目的や
目標を達成していくシステムのこと。

PRTR（制度）
国が指定する化学物質について、環境中への
排出量、及び廃棄物に含まれた状態での事業
所外への移動量を事業者が自ら把握して、都
道府県経由で国に届出を行い、更に国は事業
者からの届出データや推計に基づき排出量・
移動量を集計し、公表する制度。

R

RPS法
Renewables�Portfolio�Standardの略。小売
電気事業者に、新エネルギー等から発電され
る電気を一定量以上利用することを義務づ
けることにより、電力分野における新エネル
ギー等の更なる導入拡大を図ることを目的
とした法律。

S

SOx（硫黄酸化物）
硫黄酸化物の総称で、二酸化硫黄（SO2）、無
水硫酸（SO3）などがある。石油や石炭などの
化石燃料の燃焼時に、燃料中の硫黄分が酸
化されて発生する。人の健康に悪影響を与え
たり生活環境に被害を及ぼすため、大気汚染
防止法の規制対象物質となっている。

V

VDT対策
Visual�Display�Terminals（ビジュアル・ディ
スプレイ・ターミナルズ）の略で、パソコンに
代表されるディスプレイやキーボードなどで
構成された機器のこと。職場でのVDT作業に
おける精神的、身体的疲労等の心身の負担を
軽減し、作業者がVDT作業を支障なく行える
よう措置を講ずること。


